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国民的視点で危機克服を！ 
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今わが国経済は、未曾有の危機に直面している。米国のサブプライム問題に端を発

した経済危機は今や世界同時不況の様相を呈し、その悪化のスピード、広がり、深さ

は前例を見ないものである。 

この危機に対処するため、政府は平成 20 年度第二次補正予算案と平成 21 年度本予

算案を編成し、国会に於ける審議が開始された。 

現下の最重要の課題は、この２つの予算案及び関連法案を早急に成立させ実行する

ことであり、政府･与党と野党は国民的視点に立ち、一刻も早くこの難局を乗り切って

もらいたい。更に、危機が加速し景気浮揚のため一層の追加対策が必要となる場合に

は、財政出動も含め果断に対処するとともに、このような時こそ危機をチャンスに変

えるべく、各般の改革を進めるべきである。 

以下、われわれは次の点を強く要請したい。 

 

Ⅰ．当面の危機対応策 

 景気のスパイラル的悪化を防止し、国民の将来不安を解消するため、当面、次の２

点に集中的に取り組むべきである。 

 

１．予算案の早期成立を図るべき 

政府･与党と野党は２つの予算案及び関連法案を早急に成立させ、特に非正規労働者

の就労支援や失業者の住宅・生活支援などの雇用・生活対策、及び緊急保証制度の増

枠などの中小企業対策に、一刻も早く着手すべきである。 

今回、雇用についてのセーフティネットが不十分であることが明らかになった。非

正規労働者についての雇用保険適用要件緩和や、職業訓練・職業紹介など再就職支援

の実行を急ぎ、かつ充実して欲しい。 

 

２．追加的対策は果断に、そして戦略的投資に向けるべき  

今後の景気動向によって追加的な対策が必要な場合は、財政出動を含め、スピーデ

ィかつ大規模に、対策を打ってもらいたい。その際、危機に瀕した財政から捻出する

貴重な財源は有効に使うべきである。具体的には、将来の国際競争力強化のために、

大都市圏の高速道路や空港などのネットワーク機能の整備や、世界規模での低炭素社

会の構築に向けた省エネ、新エネ技術開発投資など、戦略的な投資に向けるべきであ

る。 



                                             

 

Ⅱ．将来に向けた取り組み 

危機の時こそこれまでの制度や政策を見直すチャンスであり、今こそ改革を進めて

将来の成長の道を拓くべきである。具体的には、次の２点が重要である。 

 

１．成長戦略を策定すべき 

経済財政諮問会議は、今後、将来の成長に向けたシナリオを策定すると伝えられて

いるが、具体的な姿を早期に国民に示して欲しい。 

われわれとしては、規制改革による新たなフロンティアの創出（例えば農業分野）、

研究開発投資ならびに税制を通じた投資誘導によるイノベーションの促進（例えばバ

イオ関連）、道州制の導入を中心とする地域主権改革による地方の活性化、アジアを中

心とした各国との連携強化、こそ回復のための成長戦略であると考える。 

 

２．持続可能な社会保障制度を再構築すべき 

国民が抱いている大きな将来不安の根源である年金、医療、介護という社会保障制

度について、具体的な給付の内容とこれを支える安定的な財源を国民に示すべく、議

論を加速すべきである。社会の安定のためのセーフティネットを整備することは、国

民が安心して生活し消費するような社会的な基盤を作ることとなり、正に最大の景気

対策と言える。 

 

 

おわりに 

危機に瀕した財政を立て直すため、財政再建の努力を不断に継続すべきである。こ

のため政府は景気対策と並行して、行財政改革を強力に進めてもらいたい。行政の無

駄をなくすことは当然のことであり、さらに行財政改革を進めて役割を終えた仕事を

廃止するなど財政再建のためにやるべきことは数多く残っている。目下足元の景気対

策や社会保障セーフティネットの整備は大いに急がれることであるが、これらの対策

と行財政改革は同時に出来ることであり、やらねばならないことである。経済と財政

の危機である今こそ、行財政改革を果断に進めるべきである。 

以上 
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